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石灰岩地域における鍾乳洞と断層 

 
                                   上原地盤工学研究所 琉球石灰岩分科会  

         ○安谷屋賢   武田雅人     
長堂嘉光   賀数博一      

   与那嶺満           
 
１  まえがき 
 沖縄県では琉球石灰岩を主とする石灰岩分布地域が至るところにあり、土木工事の際、鍾乳洞等の空

洞が問題となることがある。一般に石灰岩は水の溶蝕を受けやすく、浸食を受けた地形はカルストと呼

ばれ地表面や地下に形成される。鍾乳洞は地下に形成されたカルスト地形で、地表からはその存在が確

認しづらいことも少なくない。しかしその成因は地下水の存在が大きいため、水の通り道になりやすい

断層との関連があるとされる。 
本分科会では、石灰岩における鍾乳洞（空洞含む）の実態を断層との関連で把握し、構造物の基礎や

その他の土木工学的な取り扱いに関する課題を明らかにすることを目的とする。本報告では、既存文献
１）２）３）４）５）による鍾乳洞と断層の位置をひとつの平面図に記載することで両者の関連付けを試みた。

地域数やデータ数からまだ不十分であるが、現在の状況を紹介する。 
 
２  鍾乳洞と断層の分布 
  対象とした地域は、第四紀更新世・
琉球石灰岩が広く分布する沖縄本島南

部と宮古島、古期石灰岩が分布する本

部半島の３地域である。 
いずれも既存文献から鍾乳洞と断層

を確認し、ひとつの平面図に両者の位

置関係を示した。 
 
 
 
 
2－1  沖縄本島南部 
 第四紀更新世の琉球石灰岩が広く分布し、糸満市・八重瀬町および南城市にかけて広い台地を形成す

る。この石灰岩台地には下位の新第三紀・島尻層群泥岩を不透水基盤として、地下水が賦存する。また

既存地質図によると北西～南東方向とこれに斜交する断層が見られる。  
  地質図に既存文献から大小 78箇所の鍾乳洞をプロットしたのが図－２であるが、多数の鍾乳洞が断
層沿いあるいはその延長上に位置する。 
 本地域には、沖縄県の代表的鍾乳洞である玉泉洞があり、国の登録有形文化財となっている。 
 
2－2  宮古島 
  第四紀更新世の琉球石灰岩がほぼ島全体に分布し、沖縄本島南部と同様、石灰岩台地には下位の島尻
層群泥岩を不透水基盤として地下水が賦存する。島は北西～南東方向の断層が幅１～ ２km ごとに平

図－１ データ収集地域とデータ数 
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行に存在し、特有のケスタ地形を形成する。 
地質図に既存文献から大小 24箇所の鍾乳洞をプロットしたのが図－３であるが、ほとんどの鍾乳洞
が断層沿いに位置する。 
 
2－3  本部半島 
  中生代の今帰仁層・本部層および与那嶺層の石灰岩が山地を形成し、北部海岸域には第四紀更新世の
琉球石灰岩が分布する。 
地質図に既存文献から大小 37箇所の鍾乳洞をプロットしたのが図－４であるが、多数の鍾乳洞が断
層沿いに位置する。 
 
３ まとめ 
 鍾乳洞と断層については関連が深いとされるが、具体的に関連付けされたデータは少ない。そこで、

本研究会では手始めに沖縄本島南部・宮古島および本部半島の３地域について鍾乳洞と断層の分布図を

作成した。その結果、鍾乳洞の箇所あるいはその周辺には断層が存在することが多く、両者の位置的な

関連が見られる。すなわち、断層に集まる地下水が石灰岩を溶蝕することで鍾乳洞が形成されたと考え

られる。 
  現時点では地域もデータ数も限られているが、今後は下記の項目で研究を進めていくことで関連性を
より高め、地盤工学的にも適用範囲を広げていきたい。 
① 地域やデータを新たに加え、より広範囲での状況把握 
② 文献等による鍾乳洞の形成過程の調査 
③ ボ－リングデータから石灰岩の岩盤状況の確認 
④ 力学試験等のデータによる地盤工学と関連づけ 
⑤ 地下水の状況（分布・流れ等）の把握 
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図－２ 鍾乳洞と断層の分布（沖縄本島南部） 
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図－３ 鍾乳洞と断層の分布（宮古島） 

 

 
図－４ 鍾乳と断層の洞分布（本部半島） 
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琉球石灰岩岩盤に対する岩盤分類の適用とその岩盤物性値の評価 
 

 琉球大学工学部   ○ 渡嘉敷 直彦 

 東海大学海洋学部  藍壇 オメル 

 岩下建技コンサルタント 長堂 嘉光  

 沖縄県土木建築部 渡嘉敷 亘  

 

 

1. はじめに 

 

琉球諸島の多くの島々が，島全体あるいは大部分が

琉球石灰岩で構成されており，琉球石灰岩層が分布する

海岸周辺や内陸部には，自然岩盤構造物と呼ばれる大小

の自然空洞や海食崖が多数存在している．近年，都市化

に伴う開発や遺跡保存の面から，これらの自然岩盤構造

物における岩盤の陥没や崖の崩壊に対する安定性の評価

が問題となっている1),  2)． 

図-1に示すように，文化財に指定されている具志川

城址の修復保存に際して，城址直下に位置する2つの自

然空洞と城址先端にある海食崖を有する基礎岩盤の安定

性の評価が求められている．また，石垣島では，新空港

の建設が進められているが，空港滑走路および着陸帯の

直下を横切る数条の鍾乳洞の存在が確認されており，琉

球石灰岩層直下の浅所空洞の陥没問題や航空機離着陸時

の衝撃荷重に対する支持力の評価および対応策が問題と

なっている． 

これらの事例に代表される琉球石灰岩層の自然岩盤

構造物の安定性評価に際しては，岩盤の岩盤物性値の評

価が必要となるが，従来より，地質調査，ボーリング調

査，原位置試験の結果から，N値に基づいた評価が行わ

れている．しかしながら，このような岩盤に対するN値

による評価には限界があり，琉球石灰岩岩盤の力学的特

性を，岩盤工学的な立場から再評価することとする． 

本論文では，代表的な岩盤分類であるRMR(Rock  Mass  

Rating)およびQ値(Quality Value)を用いて，琉球諸島の琉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

球石灰岩岩盤について岩盤分類を行う．その岩盤分類 

RMRおよびQ値による岩盤物性値の評価法について，著

者らの提案を含めた経験式を示し，本手法を用いて琉球

石灰岩岩盤の岩盤物性値を評価する（図-2）．評価され

た各種の岩盤物性値を総合的に評価できる関係式を提示

し，各物性値に対する提案式のパラメータの値を示す．

なお，参考のため，島尻層群に関する岩盤分類も併せて

示す． 

  

2. 代表的岩盤分類法 

 

世界的に広く用いられる定量的な岩盤分類として，

RMR岩盤分類法，Q値による岩盤分類法とGSI法が利用

されることが多い．RMRとは, Bieniawskiによって提案

された岩盤分類法で, 4つの基本パラメータ, すなわち, 

母岩の一軸圧縮強度, RQD（Rock Quality Designation）, 

不連続面の間隔, 不連続面の状態と地下水の状況のそれ

ぞれに与えられた評価点の合計（100点～0点）の値で点

数化されものである
3),  4)

．なお, RQDは，ボーリングコ

ア採取率を適度に修正した値である.  

Q値による分類法は，1974年 Bartonらよって提案され

た方法
5), 6)

で, 6つのパラメータ, すなわち,RQD,不連続

面群数 nJ , 不連続面の風化度合 aJ ,粗さ rJ , 地下水の

状況 wJ および応力集中ファクターSRF によって,下記
図-1 自然空洞と海食崖の安定問題（具志川城址） 

図-2 岩盤分類に基づく琉球石灰岩層に対する各

強度・変形特性評価の提案 

空洞 
空洞 

海食崖の崩壊 
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の式よりQ値（1000点～0.001点）として計算される. 

wr

n a

JJRQD
Q

J J SRF
                                 (1) 

これらの RMR値および Q値は，堅固な岩盤ほど点数が

大きく, 軟弱な岩盤は小さな点数となる. 

GSI（Geological Strength Index）は,軟岩（RMR＜20）や

砂礫混じりの軟岩など RMR で評価できないような岩盤

を対象にした方法で,1993 年 Hoek が提案
7)
したもので,

種々の地質学的条件に対する岩盤強度の低減を見積もる

ための指標GSIで評価している. 

 

3. 琉球石灰岩岩盤に対する岩盤分類の適用 

 

琉球石灰岩岩盤の岩盤分類を行う事例として，前章

で述べた具志川城址における自然空洞と海食崖の安定性

の問題と，空港建設における滑走路直下を横切る空洞の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定性の問題を取り上げ，それぞれ岩盤分類を行う． 

図-3(a)に，空港滑走路に隣接する着陸帯直下を横切

る空洞の安定性を評価するために実施されたボーリング

位置を示す．図のように、鍾乳洞に沿って，6カ所のボ

ーリングを行い，各ボーリングデータから，RQD，

RMRおよびQ-値を求めた．得られたRQDとRMRの関係

を図-3(b)に示す．なお，同図には，南大東島石灰岩岩

盤におけるRQDとRMRの関係も図示されている．RQD

とRMRの関係については，これまでに多くの岩盤にお

ける計測データから，一般的に次式のような線形関係が

示されている． 

1.82 27RQD RMR             (2) 

この関係式を図中に重ねて示してある．図から明らかな

ように，琉球石灰岩岩盤について得られたRQDとRMR

の間にも，相関性が認められ，また，式(2)に示す一般

的なRQDとRMRの関係にも近似していることがわかる． 

つぎに，得られた RMR と Q-値の関係を，図-4 に示

す．RMR と Q 値との相関性については, 様々な国でそ

の関係が検討されており, Bieniawski は下記の相関式を

提案
3)
した. 

9ln 44RMR Q   (3) 

また，Bartonは，つぎのような関係式を提案
8)
している. 

15log 50RMR Q   (4)  

これらの関係式を，琉球石灰岩岩盤のボーリングコアに

よる実測値とともに重ねて示す．同図には，同空港建設

地内にある別の鍾乳洞（C空洞）における実測値と，海

外におけるRMRとQ-値の関係もプロットしてある．  

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 新石垣空港におけるボーリング位置と

琉球石灰岩層のRMRとRQDの関係 

(a) 試料採取ボーリング位置 

(b) RMRとRQDの関係 

ボーリング

データ 

着
陸
帯 

ボーリング位置 

鍾乳洞 

図-4 琉球石灰岩岩盤のRMRとQ-値の関係 

ボーリングデータ 

C 洞窟 
Bieniawski 

Aydan & Kawamoto  
Barton 
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これらの結果から明らかなように，琉球石灰岩岩盤にお

けるRMRとQ-値の関係にも，他の海外における岩盤と

同様に，相関性が認められる．これらの実測値に最小自

乗法を適用すると，つぎのような関係式が得られる． 

16.66ln 50RMR Q   (5) 

つぎに，着陸帯直下の空洞地盤調査で実施された

21B-2ボーリングコア（図-3(a)）に対するRMR値の深さ

方向の変化の状況を，図-5に示す．図中には，同一コア

に対し，異なる測定者が評価した3ケースのRMR値が示

されている．この結果から，RMR値の判定には個人差

が少ないことを示しており，RMR値判定の信頼性が確

認される． 

一般的にボーリングでコアを採集する際に, コアに新

たな亀裂が発生することが予想される. したがって, コ

アを利用して求められる RMR の値は, 実際の RMR の

値より小さめに評価される可能性が高い. 一例として, 

ボーリング孔 21B－4（図-3(a)）のある深さのコアから

求めた RMRの値は最大で 44であったが, その深さに相

当する空洞で求めた値は 49 であった. ボーリングコア

による評価の乱れを防ぐには, ボーリング孔壁面を直接

観察できるボアカメラによる評価が必要となろう. 

つぎに，図-1に示した具志川城址基礎岩盤を構成す

るサンゴ礁琉球石灰岩と砂質石灰岩のボーリングコアか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電研分類 RMR Q-値 GSI 

DL (砂質) 15－16 0.025 15 

DH (砂質) 32－34 0.333 30 

CL (サンゴ礁質) 45－49 1.563 50 

CM (サンゴ礁質) 60－64 10.42 60 

 

 

 

空洞名 状況 RMR Q-値 

 破砕帯 49 8.33 

石垣鍾乳洞 一般 76 60.0 

中原鍾乳洞 一般 54 - 59 5.6 - 8.8 

金武鍾乳洞 一般 59 5.6 - 8.3 

普天間鍾乳洞 一般 55 - 60 5.6 - 8.3 

具志川 一般 50 - 55 2.8 - 5.6 

砂 山 一般 53 - 55 2.8 - 5.6 

 

 

 

岩種 RMR Q-値 GSI 

泥岩(北上原) 32 - 38 0.8 - 2.1 40 

泥岩 (識名) 39 - 44 2.7 - 5.5 4.5 

砂岩(北上原) 32 - 42 0.8 - 2.1 45 

 

 

ら評価したRMR, Q-値およびGSIの評価値を表-1に示す．

また，琉球諸島における代表的な鍾乳洞・空洞の岩盤分

類を表-2 に示す．参考のため，琉球諸島における代表

的地層である島尻層群に対する岩盤分類の評価を表-3

に示す．これらの岩盤分類による評価値は，次章に示す

岩盤分類による岩盤物性値の評価を行うことにより，岩

盤分類に基づく安定評価手法
9)
を用いて，岩盤構造物の

安定性を評価することが可能となる． 

 

4. 岩盤分類による岩盤物性値の評価 

 

一般的に，岩盤構造物の安定性を評価する際, 簡単

な弾性解析や極限解析手法が利用されることが多い. 弾

性解析においては, 応力分布, 変位および安全率の評価

のため, 岩盤の変形係数, Poisson比, 圧縮強度, せん断

強度（粘着力および内部摩擦角）が必要となる. これら

の値は，一般的に現位置試験を行って決定すべきである. 

しかし, 重要構造物以外に現位置試験を実施するのは希

であり, 通常は岩盤の物性値を求めるために，既存のデ

ータをもとに提案されている近似式を用いることが多い. 

これらの関係式は，RMR, Q値あるいはGSIの値をパラ

メータにしている. これらのパラメータと物性値を関連

づけた関係式には, 直接に関連づける直接関係式と, 母

岩の物性値で岩盤の物性値を除した無次元物性値と関連

させる無次元化関係式の2つの考え方がある.これらの関

係式について，筆者らの提案式を含めて簡単に示す． 

 

図-5 ボーリングコア（21B2）のRMR値の深度変化 

表-1 具志川城址ボーリングコアに対する岩盤分類 

表-3 島尻層群に対する岩盤分類による評価 

表-2 琉球諸島における代表的な鍾乳洞・空洞に

おける岩盤分類の評価 
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(1) 直接関係式 

岩盤の評価点と物性値を直接関連させた関係式は，

従来より多くの提案が行われている．図-6に，提案され

ている岩盤の変形係数
mE および一軸圧縮強度

m と，

RMR，Q-値の関係式を示す．同図には，一般の岩盤に

おける実験値および琉球石灰岩岩盤における実測値を示

してある．変形係数および一軸圧縮強度に対するAydan

の提案式9)  ,10) は，つぎの通りである． 

岩盤の変形係数
mE (MPa)：  

3.540.0097mE RMR  (6) 

岩盤の一軸圧縮強度
cm (MPa)： 

2.50.0016cm RMR   (7) 

 

筆者らは，新たに既存のデータを整理し，図-7に示

す岩盤のポアソン比
m とRMRの関係を得た．図の破線

で示されるポアソン比の平均値を表す提案式は，つぎの

通りである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.5 0.2
0.2(100 )m

RMR

RMR RMR
  

 
 (8) 

琉球石灰岩岩盤の変形係数，一軸圧縮強度およびポ

アソン比は，図-6および図-7に示すAydanの提案式，あ

るいはその他の提案式によって評価が可能である． 

 

(2) 無次元化関係式 

岩盤の物性値を岩石の物性値で除して無次元化され

た関係式がいくつか提案されている. 表-4 にこれまで

に提案された経験式と琉球石灰岩に関する提案式を示す. 

なお, 表-4 において，パラメータの下添え字i は，母岩

（intact rock）を意味し，また，下添え字 m は，岩盤

(rock mass)を表している.  表-4 で示した経験式を, 沖

縄における実測値と既存の実験値と比較した結果を図-8

に示す. 

これらの結果によれば, 琉球石灰岩盤の無次元化され

た変形係数は, Aydan & Kawamoto
9)の式により, また, 一

軸圧縮強度はAydan & Dalgic
10)の式で, ポアソン比は，本

研究で新たに提案する次式で最も良く近似できることが

明らかになった． 

2.5 1.5
0.3(100 )

m

i

RMR

RMR RMR




 

 
 (9) 

 

5. 岩盤分類による琉球石灰岩岩盤の岩盤物性値

の総合評価式の提案 

 

Aydanらは，岩盤分類による評価値と岩盤物性値の関係

を総合的に評価できる関係式をつぎのように提案した． 

( )
0 100 (100 )

RMRm
o RMR RMRi


  

 
  

 
 (10) 

図-6 変形係数と一軸圧縮強度に対する経験式と実測値の比較 

(a) 変形係数 

(b) 一軸圧縮強度 

図-7  RMRと Poisson比の関係 
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ここで，
m および

i は，それぞれ，各種の岩盤物性お 

よび岩石物性値を示す． 
0 と

100 は， RMR=0 と

RMR=100に該当する各物性に対応する の値である. 

また，  は，実験データに対する上記の関数の最小化

から決定される定数である. 

本研究では，この関係式(10)を用いて琉球石灰岩岩盤

の各種物性値を与える定数を求めた．得られた式(10)の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

定数の値を表-5に示す．必要となる琉球石灰岩岩盤の各 

種物性値は，式(10)と表-5の値を用いて求められる． 

 

 

 

岩盤物性値 経験式 提案者 

変形係数 



E
m 

(GPa)   

/22.82 20.009 0.000028RMRm

i

E
e RMR

E
   Nicolson,  Bieniawski (1990) 

(100 )
m

i

E RMR

E RMR RMR


 
 Aydan,  Kawamoto (2000) 

一軸圧縮強度 




cm 

(MPa)  

cm

ci

s



 ； ( 100)/9RMRs e   Hoek, Brown (1980) 

0.0380.022 GSIcm

ci

e



       Hoek,  Brown (1998) 

15
0.5

85
cm

ci

RMR




  Kalamaras,  Bieniawski (1995) 

6(100 )
cm

ci

RMR

RMR RMR






 
 Aydan,  Dalgıç (1998) 

摩擦角 




m )100(

7.03.0
RMRRMR

RMR

i

m






  Aydan,  Kawamoto (2000) 

ポアソン比 




m  2.5 1.5

0.3(100 )
m

i

RMR

RMR RMR




 

 
 本研究にて提案 

図-8 無次元化変形係数と一軸圧縮強度に対する経験式と実測値の比較 

(a) 変形係数 (b) 一軸圧縮強度 

表-4 岩盤分類による岩盤物性値の無次元化関係式 
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物 性 0  100    

弾性係数 0.0 1.0 6 

Poisson比 2.5 1.0 0.3 

圧縮強度 0.0 1.0 6 

引張り強度 0.0 1.0 6 

摩擦係数 0.3 1.0 1.0 

 

 

6. 結論 

 

琉球諸島の岩盤を岩盤工学的立場から再評価し，代

表的な岩盤分類である RMR および Q-値システムを用

いて，琉球諸島の琉球石灰岩岩盤の岩盤分類を行った．  

岩盤構造物の安定性を検討する際に必要となる岩盤の変

形・強度定数を評価するため，岩盤分類RMR，Q値と物

性値を直接に関連つける関係式および無次元化関係式を

整理した．これらの関係式には，既存の関係式とともに，

本研究において新規に提案した関係式を提示した．

Aydanらが提案した岩盤分類による物性値の評価式を用

いて，琉球石灰岩の物性値推定に必要な評価式の定数

0 100   を決定した．本式を用いることによって，

琉球石灰岩の岩石としての物性値（弾性係数，Poisson比，

圧縮強度，引張り強度，摩擦係数）を与えれば，対象と

する岩盤のRMR値を評価することにより，岩盤として

の各物性値を推定できる． 
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表-5 琉球石灰岩岩盤の各物性値に対する定数 

0 0 ， 100 および の値 
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限定充填工法隔壁の自立性向上に向けた検討 

 
飛島建設株式会社  ○坂本昭夫，杉浦乾郎 

飛島建設株式会社    石合伸幸，和田幸二郎 
琉球大学工学部      渡嘉敷直彦 

１．はじめに 
近年、空洞の陥没・沈下対策として、亜炭廃坑のような広範囲に分布する空洞や坑道のように線状に延

伸する空洞の必要範囲のみを充填する限定充填工法が施工されている。通常の空洞充填工法に用いる充填

材は湿式プラントの砕石工場で発生する脱水ケーキを母材とし、固化材と水を混練りして製造するが、そ

の応用技術である限定充填工法では、さらに水ガラスや急結剤を添加することで充填材の流動性を制御し、

対象範囲外に充填材が流出することを防止する。しかし、形成される隔壁の勾配は 1:3 程度で高さも 3m程

度にとどまるため、より高い空洞に対応できるようにすることが課題となっている。そのため、隔壁の自

立性向上に向けた検討の一環として、ここでは急結剤を用いた配合試験の結果を報告する。 
２．充填材の品質と配合 
  限定充填工法は、図-1 に示すように、最初に流動性を制御した充填材（端部材）で対象範囲の境界線上

に隔壁を形成し、その後、内部に流動性の高い充填材（中詰材）を注入する。表-1 に過去の充填工事にお

ける端部材の配合例を、表-2に限定充填端部材としての従来の標準性能と今回の開発目標を示す。ここに、

急結剤A はカルシウムサルフォアルミネートを、急結剤B はカルシウムアルミネートを主成分とする急結

剤である。配合試験で隔壁すなわち端部材の自立性を判断するにはフロー試験（テーブルフロー）によるフ

ロー値が重要な判定指標となる。ゲルタイムは端部材の品質と施工性から適度の範囲であれば問題はない。 
３．脱水ケーキを用いた充填材の試験 
最初に東海地方の砕石工場で発生する脱水ケーキ（別称、粘土キラ）を母材に用いた充填材の配合試験結

果について示す。砕石工場は各地に存在することから脱水ケーキは比較的入手しやすく、また適度の粒度分 

 
充填孔

空洞高

空
洞
深
度

充填対象範囲

地下水位

中詰材

端部材

図-1  限定充填工法の概念図

表-1  限定充填端部材の配合例 

表-2  限定充填端部材の標準性能と開発目標 

A現場 B現場
水ガラス
タイプ

急結剤
タイプ

脱水ケーキ(1) 注） 290 478
脱水ケーキ(2) 注） 290 ―

90 100
特殊水ガラス 48.8 ―
急結剤A ― 25

711 790

種  別

母材
K

特殊土用固化材

水

注） 脱水ケーキ(1) ； 砕石工場産，

       脱水ケーキ(2) ； 珪砂工場産

流動性
制御剤

開発目標

 添加剤 特殊水ガラス 急結剤A
急結剤AまたはB
(必要に応じて助剤

を使用)
 ゲルタイム 10秒程度 20～40秒 20～40秒
 フロー値
（テーブルフロー）

140～180mm 110～140mm 110～130mm

 隔壁の勾配 1:5程度 1:3程度 1:2.5程度

 空洞の最大高さ
3m程度
（水中）

3m程度
（気中）

5m程度
（気中）

従来の標準性能

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0.001 0.01 0.1 1 10

粒径（mm）

通
過
質

量
百
分
率
（
％
）

脱水ケーキ(1)
島尻マージ
石粉（石灰石微粉末）

図-2  材料の粒度分布 
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布と粘性を持つため、これを用いた充填材は分離抵抗性が高い性質がある。図-2 に、脱水ケーキの粒度分

布と、次章で述べる試験に用いた沖縄本島の島尻マージおよび石粉の粒度分布を示す。配合試験では急結剤

Aおよび急結剤B、さらに助剤として硬化促進剤を用いた。図-3はゲルタイムの試験結果である。図より、

促進剤を併用しない場合の急結剤A では急結剤量 20～25 kg/m3程度でゲルタイムの極小値を示したのに対

して、急結剤 B では急結剤量 10～15 kg/m3程度で極小値となり、少量の添加でも十分反応することを確認

した。なお、急結剤Aに促進剤を添加したものはゲルタイムが長くなり、特に急結剤量が 10～15kg/m3では

ゲル化しない結果となり、不適と判断された。図-4 は急結剤量とフロー値の関係を表したものである。図

より、急結剤 A では急結剤量 20～25kg/m3でフロー値が 120～130mm となったが、急結剤B およびこれに

促進剤を添加したものは急結剤量 10～15kg/m3でも 125mm 程度で良好な結果を与えるとともにコスト面で

も望ましい結果となった。図-5 は固化材量に対するフロー値の変化を表したものである。図より、急結剤

量 10kg/m3の場合、固化材は 100kg/m3以上が必要であり、また固化材の増量が有効であることがわかる。 
４．沖縄産土質材料を用いた充填材の試験 
次に沖縄本島で調達可能な材料として、この地方特有の土壌である島尻マージ（以下、マージ）を用いた

配合試験の結果を示す。急結剤には脱水ケーキでの試験結果を考慮し、急結剤 B を用いた。なお、マージ

は水と練り混ぜると粘性が非常に高くなって充填材の配管圧送が困難になると想定されるため、石粉を併用

する配合とした。図-6はゲルタイム試験の結果で、この範囲では大きな変動はみられなかった。図-7は急

結剤量とフロー値の関係を表したもので、急結剤量 10～15kg/m3が適切な添加量といえる。図-8に固化材量

に対するフロー値の変化を示すが、固化材量 150kg/m3前後でフロー値をより小さくできる。 
５．おわりに 
  限定充填工法における隔壁の自立性向上を目的とした配合試験によって充填材端部材の使用材料と配合

の特性を確認した。今後、目標とする隔壁の勾配や高さが得られることを実際の充填工事を想定した試験な

どで検証したい。最後に、材料の提供や本検討についてご教示いただきました関係各位に感謝申し上げます。 
参考文献 1) 新版 空洞充填調査施工マニュアル，一般社団法人充填技術協会，2010年10月 
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図-8  固化材量とフロー値の関係 

（マージ:270kg/m3,石粉:90 kg/m3 
急結剤 B:10kg/m3） 
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図-7  急結剤量とフロー値の関係

（マージ:270kg/m3,石粉:90 kg/m3 
固化材:100kg/m3） 

図-5  固化材量とフロー値の関係 

(ケーキ:380kg/m3,急結剤 B:10kg/m3) 

図-6  急結剤量とゲルタイムの関係 

（マージ:270kg/m3,石粉:90 kg/m3 
固化材:100kg/m3） 

0
10
20
30
40
50
60
70
80

5 10 15 20 25 30
急結剤量(kg/m3)

ゲ
ル

タ
イ
ム
（
秒

）

急結剤A
急結剤A+促進剤

急結剤B
急結剤B+促進剤

100
120
140
160
180
200
220
240
260

5 10 15 20 25 30
急結剤量(kg/m3)

フ
ロ
ー
値

（
m
m
）

急結剤A
急結剤B

急結剤B+促進剤

図-4  急結剤量とフロー値の関係 

(ケーキ:400kg/m3,固化材:100kg/m3) 

図-3  急結剤量とゲルタイムの関係 

(ケーキ:400kg/m3,固化材:100kg/m3) 
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    中学校グラウンド造成工事における補強土壁工法と 
                 地滑り対策地山補強土工法の施工実績報告 
                                       

○ヒロセ株式会社     佐原 邦朋 
㈱東陽エンジニヤリング 上間 勝也 

                     ヒロセ株式会社     妻鹿 誠  
 
１、 はじめに 
 老朽化した中学校校舎建替えに伴う敷地造成工事において、敷地を有効利用するため

の垂直壁が必要となった。しかし、擁壁の計画地は地滑りの危険性が想定されていたた

め、その対策を検討し、安心・安全な学校グラウンドを造成するために計画・設計・施

工を行ない完成に至った。本報はその概要を報告するものである。 

 
写真－１ 長嶺中学校外構スーパーテールアルメ完成直後（旧体育館が残る） 

 

２、 現場条件 
 当該計画地は沖縄県豊見城市にあり、沖縄本島中南部特有の島尻丘陵地形の一角に位

置している。擁壁が必要とされる学校の北側斜面は、地滑り危険箇所となっており、既

存の体育館の脇には地表面が動いた跡が見られる。 
 空中写真判読図でも地滑りブロックが想定され、ボーリング調査による地質断面図に

おいては、大・中・小の３つのすべり面が想定された。 
 この場所に計画された造成を行うためには、地滑りが想定される北側斜面に高さ 10
ｍ以上の盛土を行う必要があった。また、敷地境界線に余裕が無いため、新校舎、新体

育館の躯体や基礎に影響しない擁壁計画が求められた。 
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写真－２ スーパーテールアルメの施工状況 

図－１ 不足抑止力の算出モデル 

図－２ 計画断面図 

 

３、 擁壁工および対策工の検討 
 １）擁壁工の検討 
 造成基準面を構築するための擁壁高さは、最大

でＨ＝12.6ｍ＋土羽 4.2ｍが必要となった。よっ
て、坑土圧構造の在来擁壁では対応が難しいため、

補強土壁による検討を行った。そして、数ある補

強土壁の中でも最も実績が多く、宅地造成等規制

区域にも適用が可能な唯一の補強土壁工法であ

るテールアルメ工法が採用された。さらに、テー

ルアルメ工法の中でも、施工性・経済性に優れて

いるスーパーテールアルメ工法が用いられた。 

                            

 ２）地滑り対策工の検討 
 地質調査結果の、すべり面を想定した横断図

に基づいて、地滑りの危険性に対して必要な対

策工を検討した。検討するための必要抑止力は、

逆算法を用いて算出した。その結果、現況の斜

面にテールアルメ盛土を構築した場合の必要抑

止力は 850ｋN/m となった。対策工としては、

くさび杭工（鋼管杭）、グラウンドアンカー、

EPルートパイルを比較検討した。 
 施工条件としては、１、大型重機が使用でき

ない。２、補強土壁の施工に必要な掘削（仮設）

状態でも安定させる。３、現在使用中の体育館に

影響させない。などに留意して、なおかつ経済性

に優れる工法を選定した結果、EP ルートパイル
工法が採用された。 
 EP ルートパイルとは、削孔した穴に鉄筋を挿
入し、周囲に膨張性モルタルを注入する、マイク

ロパイリングに分類さる地山補強土工法である。

その特長としては、イ）小型のボーリングマシン

で施工できる。ロ）掘削の段階に合わせて、順次

補強しながら施工できる。ハ）掘削背面の斜面補

強（引張補強）と補強土壁下の補強（圧縮補強）

の併用ができる。二）プレテンションを与えない
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図－３ EPルートパイル（引張補強）断面図 

ため補強材頭部の絞めなおしメンテナンスが不要。

ホ）従来の鉄筋挿入工法よりも深い滑りに対応でき

る。などの特長を有しているため、EPルートパイ
ルが当該工事に最も適していると判断された。 
 
４、 設計条件および実施断面 

 スーパーテールアルメの盛土材は、現地発生土が

不足するため、購入土の流しコーラルを使用した。

内部摩擦角は、三軸圧縮試験によってφ＝35°以上
を確認した。 
 地すべり対策の検討は図－１のような複合すべり

で、常時安全率 Fs＝1.2 以上を確保するための不足
抑止力を設定した。EPルートパイルの周面摩擦力は、
地盤工学会「グラウンドアンカー設計・施工基準、

同解説」を参考にして、土丹よりも数値が小さい N
値 50 相当の礫質土の安全側数値τ＝0.50N/mm2を

採用した。 
 
 スーパーテールアルメの決定断面は、幅広ストリップ

4×80mm を使用し、壁高さ Hmax＝12.6ｍの断面で、
上部の長さ 11.0ｍ＠1350mm、下部の長さ 6.5ｍ＠540
ｍｍとなった。 
 
 EP ルートパイルの断面は、テールアルメ背面側の引
張補強材径はΦ115mm、芯材はダグシムパイプΦ
25.9mm、ｈ＠1300mm×ｖ＠600mm、長さ 17.0ｍ～
12.0ｍとした。 
テールアルメ下部の圧縮補強材径はΦ115mm、芯材
はネジ節異形棒鋼 D34mm、ｌ＠850mm×ｂ＠1200mm、
長さ 8.0ｍとなった。 
 
５、 施工管理 
 補強土壁工法のスーパーテールアルメ工法は、盛土材の

締固め度を最大乾燥密度の 90％以上、壁面の垂直度
0.03Hかつ 30cm以内、を保つために最適含水比管理およ
び盛土材（流しコーラル）の品質のバラツキに留意しなが

写真－４ EPルートパイル（圧縮補強）施工状況 

図－４ EPルートパイル（圧縮補強）断面図 

写真－３ EPルートパイル（引張補強）施工状況 
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ら施工を行なった。 
 テールアルメ工法の品質は、盛土材の十分な締固

めによる補強材（ストリップ）との摩擦力の発揮が

最も重要である。この品質管理は、一般に盛土材の

締固め度の密度管理（最大乾燥密度の 90％以上）に
よって行われている。しかし、当該工事においては、

さらにその摩擦係数を確認するために、ストリップ

の現場引き抜き試験を行い品質を管理した。引き抜

き試験の状況を写真－５に示す。 
3箇所の引き抜き試験の結果、土被り 2.4ｍの条件
において摩擦係数ｆ＊＝3.54 （実測値平均）＞ 1.19
（設計値）が確認された。図－５に示す通り、当該

工事の流しコーラルは、設計条件を十分満足する摩

擦力が発揮されていることが確認できた。 
 
 また、EPルートパールの品質管理は、補強材と定
着地盤との周面摩擦力および付着力の確認が重要で

ある。この品質管理は、現位置での補強材の引張り

試験によって設計強度以上の抵抗値を確認した（写

真－６）。 
 斜面の引張り補強（247ｋN/本）と補強土壁基礎下
における縦方向の圧縮補強（100ｋN/本）の必要強度
をそれぞれ確認した。 
 工期が限られた中で、品質を確保しながら下部地

盤の対策工、補強土壁工を併せて予定の工期内に収

める事ができた。 
スーパーテールアルメの施工は壁面積 2,400㎡という
大規模な施工量であったが、12月初旬から 3月末までの
天候に恵まれない状況においても4ヶ月以内で終了する
事が出来た。 
 
６、 今後の課題 
 ①地滑り対策工を施した範囲と、②基礎下の砕石置換

を行った範囲、そして③無処理で構築した範囲において

壁面の変位差や基礎の変位は観察されていない。しかし、

今後の維持管理においては、その境界面における異常が

写真－５ ストリップ引抜き試験状況 

図－５ ストリップ引抜き試験結果 

（マニュアル書実績との比較） 

写真－６ EPルートパイル施工管理（引張試験） 

流しコーラル Gs－Cｓ（Fｃ＝12.5％） 

16



発生していない事に着目していく必要がある。 
 盛土は構築された直後が最も安全率が低下している状態であり、その後は自重による

圧縮や圧密による強度増加によって安定性が増す事が一般的である。しかし、外的要因

が付加されないことが前提であるため、盛土に対して最も注意すべき水の処理、排水施

設の機能維持が求められる。 
 また、基礎地盤は島尻泥岩層であるため、長期的なスレーキングに対しても注意が必

要である。 
また、ストリップの引抜き試験結果から、流しコーラルのような礫質土で施工する場

合には、現状の設計摩擦係数が過小評価されていることが分かる。実際に使用される盛

土材のバラツキや不確定要素を考慮した上で、盛土材の材質によって設計摩擦係数の設

定を検討することも、性能設計による品質と経済性に優れる構造物を構築するための今

後の課題である。 
 
７、 まとめ 
１） 工期が短い高盛土工事において、大型パネルを擁するスーパーテールアルメに

よって品質・工程を確保できた。また、流しコーラルとストリップの摩擦係数は、

設計値を十分満足することが確認できた。 
２） 沖縄県の地盤は、地滑りに注意する箇所が多い。しかし、その想定される地滑

り層は、固い土層下のある程度深い位置に存在するため比較的安価な地盤改良な

どで対処する事が難しい。そこで従来は鋼管杭やグラウンドアンカー等で対策を

講じてきたが、今後は EPルートパイル工法も対策工の一つとして提案できるこ
とが実証された。 

 最後に、本工事を管理・施工して頂きました豊見城市教育委員会 学校施設課様、

㈱東信興建・㈱大盛建設工業・㈱豊建設ＪＶ様に心より感謝申し上げます。 
 
【参考文献】 
・ 「補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル」 土木研究センター 
・ 「土質工学ライブラリー 補強土工法」 地盤工学会 
・ 「グラウンドアンカー設計・施工基準、同解説」 地盤工学会 
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既設構造物直下における液状化対策 
 

株式会社不動テトラ 石井隆行  鈴木亮彦 
辻村 崇 ○秋間 健 

 
１．はじめに 
 巨大地震後における緊急物資輸送のための空港・港湾施

設の果たす役割は大きく，過去の被災事例においても，道

路・鉄道等の陸路の復旧までの代替輸送機関として活躍し

ている。特に沖縄地区においては空港・港湾施設が地震時

の液状化等により被災した場合，緊急物資の輸送が滞ると

ともに，復旧までの経済的損失は計り知れないものがある。 
このような背景から既存の空港・港湾施設の耐震性の向

上は急務であるが，一方ではこれらの既存施設を供用しな

がら耐震性を向上させるという課題が残る。本報ではこの

ような条件下で施工可能な液状化対策工法について紹介す

る。 
 

２．既設構造物直下における施工条件 
既存施設の耐震性向上を目的とした地盤改良のイメージを図

－1 に示す。この場合の施工条件として以下の事項が挙げられる。 
①既設構造物（舗装等）を打ち抜いて施工 
②高さ制限を考慮した施工機械 
（特に空港施設の場合） 
③周辺構造物に影響を与えない工法（地盤変位等） 
④速やかに退避が行える施工機械 
⑤夜間施工の翌日には供用可能な施工方法 
 
３．高圧噴射攪拌工法 
３－１．工法概要（クロスジェット工法） 
 X－jet 工法は、図－2 に示すように交差噴流（上下 2 段の高精

度ノズルから交差するように噴射）により，主に改良径の制御（距

離の限定）を行うことで硬化材，排出物の減量化を図り，均一な

材質の改良体の造成を目的として開発された工法である。水に

高い圧力を加えて得られる強力なエネルギーによって地盤の構

造を破壊し，土塊の一部を切削スライムとして地上に排出する

と同時に硬化材を充填して，強固な固化体をつくるものである。 
本工法にて図－3 に示すような格子状改良を行うことで液状

化対策が可能となる。格子状改良工法は，地盤中に格子状の固

化改良体を造成することにより液状化を防止する工法である。

固化改良体により拘束された地盤は，地震時のせん断変形が抑

えられるので，過剰間隙水圧の上昇が抑制される効果が得られ

る。また改良体配置を格子状とすることで，全面改良と比べて

コストを縮減することができる。 
本工法についての液状化対策効果は石狩湾新港で行われた実大液状化実験にて実証されており，そ

の後の逆解析でも有効性が確認されているので参照されたい。1) 

既設桟橋直下・
背面舗装下の改良

空港など既設舗装面直下の改良

空港施設

港湾施設

図－１ 地盤改良イメージ図 

図－２ X-jet工法の概要図 

図－３ 格子状改良 

固化改良体

地盤を拘束することにより液状化防止
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３－２．機械構成 
 施工機本体は小型のボーリングマシンタイプを使用するが，施工条件に応じてプラントは定置プラ

ントと車上プラントが選択できる。ここでは先に述べた施工条件より，「速やかに退避ができる」こと

を前提として車上プラントの構成図を図－4 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３－３．施工方法 
図－5 に空港施設（滑走路，誘導路，エプロン等）の舗装直下を X-jet 工法で改良する場合の施工

手順を示す。一般道などで施工する場合は，舗装を全面撤去してピットを掘り，覆工板を敷設するが，

航空機の荷重を覆工板で支持することはできないため，施工箇所に予め図－6 に示すような埋設金物

を設置する。表層蓋はボルト固定し，施工期間中も航空機運用を可能にする。施工完了後は埋設金物

を撤去し，本舗装を復旧する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また，施工に伴い地上に排出される切削スライムは，通常施工では地上

に深さ 1m 程度のスライムピットを掘削してポンプ等により回収するが，

舗装直下の施工ではスライムピットを掘削することができないため，スラ

イム回収用のケーシングを地中に建て込み，回収する。 
 
３－４．空港舗装直下における施工事例 

東北地方の拠点空港で国際空港でもある仙台空港は，平成 19 年 8 月
に地震時における緊急輸送・復旧支援拠点空港として，また空港ネット

ワークとして重要な 13 空港の一つとして位置付けられ，空港施設の耐

震化整備を約 10 年で行う方針が示された。 
 

図－４ X-jet工法の機械構成図 

①舗装削孔 ②表層蓋設置 ③ｶﾞｲﾄﾞﾎｰﾙ削孔１ ④ｶﾞｲﾄﾞﾎｰﾙ削孔２ ⑤三重管建込み

⑥ｹｰｼﾝｸﾞﾊﾟｲﾌﾟ引抜き ⑦X-jet造成 ⑧穴埋め三重管回収 ⑨表層蓋設置 ⑪表層蓋撤去 ⑫ｱｽﾌｧﾙﾄ充填・転圧

表層蓋金物

残置ｹｰｼﾝｸﾞφ200mm

削孔水回収

削孔水回収

ｶﾞｲﾄﾞﾎｰﾙφ140mm

三重管φ90mm

排泥回収 排泥回収
表層蓋金物

撤去

図－５ X-jet工法の施工手順図 

図－６ 埋設金物と表層蓋 
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平行誘導路中心

ショルダー

ショルダー

上記方針を受けた初段の工事である本工事は，図－7 に示すように既設誘導路直下の埋設構造物

（水路ボックス）が，液状化現象により沈下することを防ぐため，構造物の側面と下部を密着する

ように改良体を造成するものである。供用中の空港内

での施工（夜間施工）という非常に厳しい条件の下，

航空機の運航に支障をきたすことなく，所定の品質を

満足する施工が出来た。2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．砂圧入式静的締固め工法（SAVE-SP 工法の開発） 

４－１．工法概要 3) 

 砂圧入式静的締固め工法（SAVE-SP 工法）は超小型の施工機を用いて、流動化させた砂をポン

プ圧送により地中に圧入することで、地盤を締固める工法である。 
流動化剤とともに混練されポンプ圧送可能となった(流動化砂)は、所定の深度まで貫入されたロ

ッドから地中に排出・圧入され、周囲の地盤を締固める。圧送された砂の流動性状は、排出時の脱

水および添加された遅効性塑性化剤の作用で

消失し、良好な地盤を形成する。 
このため、周辺への振動・騒音の影響を大幅

に低減することを可能とし、従来の振動機を用

いたサンドコンパクションパイル工法では施

工不可能な市街地や既設構造物の近傍での施

工が可能となっており、空港などでの緊急退避

にも対応できる。 
 
４－２．施工機械 

本工法で使用する施工機械は図－8 に示すように，ロッドを貫入する小型施工機，圧送ポンプ，

流動化砂製造プラント，材料投入のためのバックホウからなる。小型施工機は 3m×6m 程度の占有

面積で，地中に貫入するロッドはφ100mm 程度である。プラントはバッチ毎に流動化砂を製造す

るもので，搬入した砂への加水，流動化剤および塑性化剤の添加・混練を行う。ポンプはピストン

式で，材料の吸込と吐出を連続して行う。 
 
４－３．流動化砂 

流動化砂とは，砂に流動化剤（アニオン系高分子材）を添加・混

練することで，砂と水の分離が抑制され流動性が増した砂である

（図－9）。なお，地盤圧入後に流動性が消失するよう遅効性の塑性

化剤（カチオン系高分子材）も添加している。 
 
４－４．施工手順・締固め機構 

施工手順は図－10 に示すとおりで，①ロッド貫入，②流動化砂

圧入，③引抜き，④ ②③の繰り返しとなる。②では所定の改良体体積が得られる量の流動化砂を圧

入する。この圧入量は，実地盤での改良体出来型の確認などから設定しており，目標の改良体体積

の 1.3 倍の流動化砂を圧入することで所定の改良体体積を確保できると考えている。 

小型施工機

流動化砂製造

プラント

流動化砂圧送

ポンプ

バックホウ

砂

図－８ SAVE-SP 工法の機械構成 

図－９ 流動化砂（ﾌﾟﾗﾝﾄ吐出口）

図－７ 平面図および断面図 
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 締固め機構を図－11 に示す。ロッドから地中に排出された流

動化砂は圧力で脱水され，締まりながら拡径される。同時に周

囲の地盤は締固められる。このときいくらかの流動化剤は間隙

に残るが，時間経過に従い塑性化剤の効果で凝集し，その後は

通常の砂になる。 
 
４－５．試験施工による改良効果と変位計測事例 
当工事は堤防背面の GL－2.4m～－12.2m の砂質土を対象と

した。地盤の N 値は 1～7，Fc は 20～30%程度である。この

地盤に改良率 20%にて換算改良径φ500mm，φ700mm を目

標に施工した。なお，本工事では堤防直下の改良のためロッド

の傾斜 20°での施工も行っている。平面配置図を図－12 に，

断面図を図－13 に示す。 
改良前後の N 値を図－14 に示す。図－14(a)には推定 N 値も

示しているが，この結果からは何れの仕様においても推定値と

同等の改良効果があると言える。 
図－15は地中傾斜計の記録である。傾斜計からの離隔3.4mの改良体1本の施工で生じた変位と，

離隔 5～7.6m の改良体 3 本の施工で生じた累積変位を示している。後者の施工ではほとんど変位

していないことから，本工事では 4m 程度が影響範囲と言える。なお、別途地表面鉛直変位を計測

しているが、何れの仕様においても数 mm～20mm 程度であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．おわりに 
以上、既設構造物直下の液状化対策工法について、高圧噴

射攪拌工法（X-jet 工法）および砂圧入式静的締固め工法

（SAVE-SP 工法）の紹介を、実例を踏まえて行った。全国

各地において既設の空港・港湾施設の耐震化工事が進められ

ており、厳しい条件化での計画・工事に苦労されていること

と思われる。今後の沖縄地区においても同種の計画・施工が

進められていくと考えられ、本報がそれらの関係者の一助と

なれば幸いである。 
参考文献 
1)実物大の空港施設を用いた液状化実験に関するシンポジウム，

pp.148-159，2009. 
2)四戸秀次：仙台空港耐震化 地盤改良工事について，第 9 回空港技術報告会，2008. 
3)今井優輝，大林淳，福島信吾，伊藤竹史：砂圧入式静的締固め工法（SAVE-SP 工法）の改良効果と適用事例，第 54
回地盤工学シンポジウム，2009. 
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石炭灰及び赤土泥状土を用いた再生造粒材の地盤環境影響に関する研究開発 

 

○㈱沖縄環境分析センター  渡久地 博之 

㈱沖縄環境分析センター   真栄田 義安 

                琉球大学工学部           原    久夫 

                          元・大永建設株式会社    与那原 利行 
                         （資）新藤土質調査      松本   新一 
   １．はじめに 

   石炭灰の有効利用を目的にして赤土汚泥（国頭マージ泥状土）を混合して,路盤材などの再生

地盤材料（造粒材）に加工する研究開発 P

１）２）３）
Pを実施してきた。 

再生地盤材料は,石炭灰飛灰,赤土,普通セメント,高炉スラグ微粉末を配合攪拌して造粒の状

態で作製した。しかし,原料となる石炭灰やセメントは発ガン性物質である六価クロムなどの重

金属が微量に含まれており,造粒材から重金属の溶出による地下水や土壌への環境汚染が懸念

される。そこで,造粒材の作製に際して重金属類の溶出抑制を目的として,赤土の粒度調整およ

び高炉スラグ微粉末の添加量の調整をおこなった。 

本研究は,その調整した造粒材からの重金属溶出の抑制効果の確認を目的に,環境庁告示第 46 

号の溶出試験および,土壌の温度変化や乾燥・湿潤の繰返しなど,周辺環境の変化による劣化促

進を想定した重金属類溶出の乾燥・湿潤繰返し溶出試験を実施した。その結果,調整造粒材の地

盤環境影響に対する重金属類の溶出抑制効果の発現を確認できた。 

 
  ２．試験計画 

   試験計画では,実験計画法P

４）５）
Pにおける多水準型割付表を用いた。砂質土系造粒材に適用する

因子は,表-1.1 の(4P

1
P×2 P

4
P)型割付け表と表-1.2 に示す固化材BF+PC,石炭灰FA,添加材GDの３種類

とした。また,LB４ B(2P

3
P)型割付表-2.1 と表-2.2 における粘性土系造粒材の因子は固化材BF+PCと石

炭灰FAの２種類とした。さらに,実験の対象となる因子および,因子添加比を求めるための算定式

を以下に示す。 

            100×=
S

1 m
m

w w  

                100×=
sm

m
PC

pc
           

 100×=
S

BF
m

m
BF   

             100×=
S

FA

m
m

FA   

 100×=
S

GD
m

m
GD      

   ここに，wB1B：供試体の含水比(%)，PC：セメント添加比(%)，BF：高炉スラグ微粉末添加比(%)，

FA：石炭灰添加比(%)，GD：添加剤比(%)， Sm ：土の質量， wm ：水の質量， PCm ：セメントの

質量, BFm ：スラグの質量， GDm ：添加剤の質量とする。なお，各因子の添加比を求める基準質

量はmBs Bとする。 

（１） 
 
（２） 
 
（３） 
 
（４） 
 
（５） 
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水 準 番 号
因　　子

固化剤ＢＦ＋ＰＣ % 10 23 36 50
石 炭 灰ＦＡ % 30 50
添加剤ＧＤ % 0 0.2

41 3

　表-1.2　配合表(砂質土）

2

 
 
 

 
 
        
                          
 
 
 
  
  ３．試験方法 

   本研究開発における試験は次のとおりである。 

  ３.１ 石炭灰飛灰および普通セメント原粉の溶出試験 P

6)
P
 

       造粒材の原料となる石炭灰飛灰や普通セメント原粉からの重金属溶出を把握するために 

環境庁告示第４６号の溶出試験を実施した。造粒材に使用する石炭灰およびセメントを風乾

（空気乾燥）させた後,２ｍｍ網目ふるい通過による造粒材の試料をポリ瓶に入れて水素イオ

ン濃度 pH5.8～pH6.3 に調整した純水を加え,６時間振とう後に 0.45μｍ孔径メンブランフィ

ルターで濾過した濾液を用いて六価クロム（Ⅵ），セレン Se，ほう素 B，ふっ素 F，ひ素 As，

カドミウム Cd，鉛 Pb，総水銀 T-Hg の８種類の溶出試験を実施した。 

  ３.２ 環境庁告示第４６号による溶出試験 P

６）
P
 

    赤土泥状土の粒度調整をおこなった砂質土系造粒材の９試料（OA211～OA218 および

OA215’）を２週間養生した後,前出３．１の試験と同様に８種類の重金属溶出試験を実施した。 
  ３.３ 乾燥・湿潤繰返し溶出試験 
    作製した造粒材の試料は,繰返し数 0回,2回,4回,8 回,16 回,32 回における乾湿繰返し後の

振とう液を溶出試験の検液に用いた。溶出試験の項目は, 環境庁告示第４６号溶出試験で比較 

   的に溶出量が多い六価クロム Cr(Ⅵ),セレン Se,ほう素 B,ふっ素 F,の４種類としている。 

なお,繰返し溶出試験の方法を図-1 のフロー図と写真-1 に示す。 

 
   

表-1.1 試験割付表(砂質土） 　Ｌ8(4
1
×2

4
)割付表

列番号
1

[1・2・3]
２

[4]
３

[5]
４

[6]
５

[ 7]
因
子

固化剤 石炭灰 添加剤

実験No. BF+PC FA GD

OA211 1 1 1 1 1
OA212 1 2 2 2 2
OA213 2 1 1 2 2
OA214 2 2 2 1 1
OA215 3 1 2 1 2
OA216 3 2 1 2 1
OA217 4 1 2 2 1
OA218 4 2 1 1 2
OA215' 36% 30% 0%
注)表列に対応するOA211～OA215'の数値は表1.2の
水準番号とする．

誤差
e

誤差
e

列番号 〔１〕 〔２〕 〔３〕

因子 固化材 石炭灰 誤差

実験No. ＢＦ＋ＰＣ ＦＡ ｅ

OA221 1 1 1

OA222 1 2 2

OA223 2 1 2

OA224 2 2 1

OA224b 20% 50% GD=0.2%

表-2.1 試験割付表（粘性土）  L4(2
3
)

固化材ＢＦ＋ＰＣ ％ 10 20

石炭灰　ＦＡ ％ 30 50

1 2
水 準 番 号

因　子

表-2.2 配合表（粘性土）
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図-１ 乾燥・湿潤繰返し溶出試験フロー図  

 
 
                                写真-1 乾湿・湿潤繰返し試験 

 
 
 
 
 

粉砕した試料を円筒ろ紙

に 100～150g,計 300gを 2
～4 本に入れる。 

試料質量の 2 倍の純水

(600mL)に漬けて 6 時間

浸漬させる。 

水切り 

計量 

60℃で 17 時間乾燥 

1 時間放冷 

計量 

蒸発量相当水を浸漬容器

に補充する。 

溶出液の分析 

繰返し回数 
0,2,4,8,16,32回

純水に 6 時間浸漬 

水切り 

60℃で17時間乾燥

1 時間放

計量 
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 ４．試験結果及び考察 
 ４.１ 石炭灰飛灰および普通セメント原粉の溶出試験 

     石炭灰およびセメントの溶出試験結果を表-3.1 に示す。 

   石炭灰のセレン Se，ふっ素 F，ほう素 B，ひ素 As は土壌環境基準値を超過する結果となった。

また，セメントの六価クロム Cr(Ⅵ)，セレン Se が土壌環境基準値を超過した。なお,参考とし

てこれまで実施したセメントの六価クロム溶出試験例を表-3.2 に示す。このような結果から，

石炭灰およびセメントは,土壌環境基準値を超過する重金属等を溶出することが確認される。 

セメントに対する重金属含有量の許容基準値は設定されてないが,セメント改良をおこなう

場合は重金属類の溶出量を確認して改良する製品の安全性を保証する必要がある。 

   

     表-3.1 石炭灰・セメントの溶出試験結果      表-3.2 セメントの六価クロム溶出試験例 

 
 

石炭灰 

 
 

セメン 
ト 

 
土壌

環境

基準 

試料名 

 

項目 
単位 

   
六 価 ク ロ ム

Cr(Ⅵ) mg/L 0.029 0.64 0.05 

セレン Se mg/L 0.17 0.019 0.01 

ふっ素 F mg/L 2.7 0.2 0.8 

ほう素 B mg/L 2.0 <0.01 1 

ひ素 As mg/L 0.039 <0.005 0.01 

カドミウムCd mg/L <0.001 0.001 0.01 

鉛 Pb mg/L <0.005 <0.005 0.01 

総水銀 T-Hg mg/L <0.0005 <0.0005 0.005 

pH － 10.8 12.6 － 

電気伝導率 μS/cm 12,000 － － 
酸化還元電位 mV 81 ‐8 － 

   記号<の右側数値は定量下限値ＮＤ（Not Detected）を示す。 

 
  ４.２ 環境庁告示第４６号による溶出試験 
   砂質土系造粒材(OA211～OA218 と OA215’)の環境庁告示第４６号溶出試験結果を表-3.3 に示

す。六価クロム Cr(Ⅵ),ふっ素Ｆ,ほう素Ｂ, ひ素 As,カドミウム Cd,鉛 Pb,総水銀 T-Hg の項目に

ついてはすべての造粒材で土壌環境基準値内であったが, OA211,OA212,OA214 のセレン Se は土

壌環境基準値を超える結果となった。セレン Se は,固化材の添加比 36%以下の場合に僅かに土壌

環境基準値を超えたが, 解析結果を基にして固化材の添加比を 40%以上確保すれば土壌環境基

準値内になることが判明した。 

 また溶出液の pH は 11.3 ～ 12.2 でアルカリ性を示し,さらに電気伝導率は 735μS/cm ～  

3500μS/cm で,電気伝導率が低い造粒材 OA211,OA212,OA214 のセレン Se が溶出基準を超えてお

り溶出量と相関関係が認められる。なお,酸化還元電位は-33 mV ～ 73 mV の範囲となっている。 

 

試験年度 単位 溶出結果 土壌環境基準 

平成 17 年 mg/L 0.29 

平成 18 年 mg/L 0.19 

平成 19 年 mg/L 0.13 

平成 20 年 mg/L 0.64 

0.05 
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表-3.3 造粒材 OA211～OA218 および OA215’の環境庁告示第 46 号溶出試験結果 

   

４.３ 乾燥・湿潤繰返し溶出試験 
 砂質土系造粒材の OA215,OA215’と粘性土系造粒材 OA224,OA224b の乾燥・湿潤繰返し溶出試験

結果を表-3.4 に示す。 

表-3.4 乾燥・湿潤繰返し溶出試験結果 

  

 

 

  試料名 

項目  
単位 OA211 OA212 OA213 OA214 OA215 OA216 OA217 OA218 OA215’

土壌環

境基準

六価クロム 

Cr(Ⅵ) 
mg/L 0.006 0.008 <0.005 0.019 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.03 0.05 

セレン Se mg/L 0.012 0.017 0.007 0.012 0.006 0.009 0.003 0.006 0.002 0.01 

ふっ素 F mg/L 0.3 0.3 0.2 0.2 <0.1 0.2 <0.1 0.1 <0.1 0.8 

ほう素 B mg/L 0.43 0.60 0.09 0.49 0.06 0.37 <0.01 <0.01 0.02 1 

ひ素 AS mg/L <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ Cd mg/L <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01 

鉛 Pb mg/L <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 

総水銀 mg/L <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 0.0005

ｐH(溶出液) － 11.3 11.3 11.8 11.4 11.9 11.6 12.2 11.9 － － 

電気伝導率 μS/cm 735 814 1640 898 2230 1100 3500 2280 － － 

酸化還元電位 mV 73 63 －16 22 21 58 －33 －16 － － 

試料名 項目 単位 0 回 2 回 4 回 8 回 16 回 32 回 
土壌環境

基準 

六価クロム mg/L 0.014 0.012 0.009 0.017 0.020 0.020 0.05 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0.001 0.001 0.002 0.004 0.01 

ふっ素 mg/L <0.1 <0.1 <0.2 <0.1 <0.1 <0.1 0.8 

砂質土 

OA215 

ほう素 mg/L 0.01 0.02 0.05 0.08 0.12 0.33 1 

六価クロム mg/L 0.030 0.018 <0.005 0.010 0.036 <0.005 0.05 

セレン mg/L 0.002 0.002 0.004 0.002 0.003 0.003 0.01 

ふっ素 mg/L <0.1 0.1 <0.2 <0.1 <0.1 <0.1 0.8 

砂質土 

OA215’ 

ほう素 mg/L 0.02 0.03 0.05 0.07 0.09 0.24 1 

六価クロム mg/L 0.035 0.038 0.054 0.015 0.016 <0.005 0.05 

セレン mg/L 0.003 0.003 0.007 0.006 0.002 0.002 0.01 

ふっ素 mg/L <0.1 0.1 <0.2 <0.1 <0.1 <0.1 0.8 

粘性土

OA224 

ほう素 mg/L 0.04 0.06 0.10 0.19 0.18 0.18 1 

六価クロム mg/L 0.034 0.055 0.045 0.014 <0.005 <0.005 0.05 

セレン mg/L 0.002 0.004 0.005 0.007 0.003 0.001 0.01 

ふっ素 mg/L <0.1 0.1 <0.2 <0.1 <0.1 <0.1 0.8 

粘性土

OA224b 

ほう素 mg/L 0.04 0.06 0.08 0.21 0.29 0.09 1 
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  砂質土系造粒材の OA215,OA215’は乾燥・湿潤繰返し 0 回～32 回で六価クロム Cr(Ⅵ) , 

セレン Se, ふっ素 F,ほう素 Bの重金属すべてが土壌環境基準値以下になった。 

   粘性土系造粒材の OA214,OA214b は乾燥・湿潤繰返し 2回～4回において六価クロムが一 

時的に土壌環境基準を僅かに超えるがその後は溶出量が低下し, 土壌環境基準以下になる。 

通常,重金属の微量成分（六価クロム Cr(Ⅵ),セレン等）は,セメントと水の反応である 

セメント水和物によって固定化されるが,粘性土を構成する鉱物や含有する有機物成分の 

影響で水和反応が阻害されることが知れており P

7)
P ,今後は固化材の配合方法や砂質土など 

の混合を工夫することが必要になる。 

  

５．おわりに 

   本研究開発では,再生地盤材料（造粒材）を作製して重金属類の溶出抑制効果を確認した。 

以下に研究で得られた成果のまとめを示す。 

(1)砂質土系造粒材 OA211～OA218 および OA215’の溶出試験では,セレン Se を除く六価クロ 

ム(Ⅵ),ほう素 B,ふっ素 F,ひ素 As などの溶出量が土壌環境基準値以下になる。 

(2)セレン Se は,固化材の添加比 36%以下で僅かに環境基準値を超えるが, 固化材の添加比 

40%以上を確保すれば土壌環境基準値以内になる。 

(3)砂質土系造粒材 OA215,OA215’の乾燥・湿潤繰返し試験では 2回～32 回において六価ク 

ロム Cr(Ⅵ),セレン Se, ほう素 B,ふっ素 F の重金属は土壌環境基準以下になる。 

(4)粘性土系造粒材 OA224・OA224b の六価クロム(Ⅵ)は,繰返し数 2～4回において一次的に 

土壌環境基準値を僅かに超えるがその後は溶出量が低下して土壌環境基準値以下となる。 
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浸潤面を考慮した赤土濁水流への有限要素法の適用 

 
琉球大学理工学研究科 ○江戸 孝昭 
琉球大学    原 久夫 
琉球大学   松原  仁 

 
1. はじめに 

 
沖縄県では，1972 年ごろから行われてきた

開発により土壌が侵食され，多くの赤土が河川

を通じ周辺海域に流出し，海洋環境や水産業，

観光産業への被害が生じてきた.このような条

件下において，1995 年に「沖縄県赤土等流出

防止条例」が施行され，赤土の流出防止対策が

行われた．その結果，1993 年には赤土流出量

が 317,500 t / 年もあったが 1995 年には

183,500 t / 年となり約 42%の削減効果が報告

されている 1）．しかしながら，赤土被害は未だ

に生じており，今以上に対策方法を向上させる

必要がある. 
本研究では，様々な赤土の流出防止対策の中

でも，施工性・経済性に優れていて，ほとんど

の工事現場で用いられている，ろ過型沈砂池 2）

3）に着目した.本研究の目的は，数値解析分野で

最も広く用いられている有限要素法（FEM）4）

をろ過型沈砂池内におけるろ過層に適用し，赤

土粒子による目詰まりと，摩擦による損失水頭，

および浸潤面を考慮した赤土濁水流解析の数

値シミュレーション手法を確立することであ

る．  
 
2. 赤土濁水流の支配方程式および解析アル

ゴリズム 

 
赤土濁水流の支配方程式は次式で仮定した． 

( ) ( ) 022 =∇=∇=∇=∇ ϕkhkiv        (1) 
ここで，流速：v（mm/s），透水係数：k（mm/s），
水頭：h (mm)，動水勾配：i，速度ポテンシャル：

φ (mm2/s) である． 

 

 
つぎに，式(1)を弱形式化すると，  

( ) ( ) ∫∫ ∂
∂

=∇⋅∇
2SV

dS
n

dV δφφδφφ    (2a) 

∫∫ ⋅∇=
∂
∂

22
)(

SS
dSdS

n
δφφδφφ n       (2b) 

が得られる．ここで，δφ：重み関数，n：単位

法線ベクトルであり， 

)}(0|{ 1Son=∋∀ δφδφδφ      (3) 

 

図-2 透過流量と透水係数の関係 
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図-1 解析のアルゴリズム 
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である．また，S1は Dirichlet 境界，S2は Neumann
境界である．式(2)に対して形状関数 N を用いて

離散化すると次式が得られる．  

∫ ∫ ∂
∂

=
∂

∂

∂

∂
V S

abba
j

a

j

b dSN
n

dV
x
N

x
N

2
δφφδφφ

 

 (4) 

ただし， 

bbaa NN δφδφφφ == ,           (5) 

であり， a，b：節点番号，x j：空間座標である． 
本解析のアルゴリズムを図-1に示す．本研究

で取り扱うろ過型沈砂池の解析においては，式

(4)を支配方程式とするが，同図に示すように，

濁水の累積流量とともに砂層中の透水係数が

変化する．したがって，これらの影響を考慮で

きる解析法が必要となる．そこで，本研究では

野瀬 5）によって行われた，赤土濁水の定水位透

水試験により得られた実験結果を参照し，赤土

濁水の単位面積あたりの透過流量－透水係数

の関係（k‐Q の関係）を外挿した．具体的には，

図-2 に示すように，本実験における濁水濃度

（SS）は，900ppm と 3000ppm の両方にて検討

されており，本研究においてもこれら 2 つのパ

ターンについて，それぞれ，式(6)および式(7)
のように回帰モデル化した． 

))100.4exp((6.1 900
6 Qk −×−=     (6) 

    ))100.10exp((2.1 3000
6 Qk −×−=       (7) 

ここで，単位面積あたりの透過流量：Q 
(mm3/mm2)，透水係数：k（mm/s）である．また

Q の右下添え字は，濁水濃度を表わしている． 
 
3. 相対密度‐透水係数の関係 

 
 ろ過層に用いた砂の透水係数は砂の相対密

度に極めて依存し，透過流量に影響を与える．

そこで本研究では，チービシ砂の定水位透水試

験を行ない，透水係数と相対密度の関係を定め

た．試験の結果は図-3に示す．試験により得ら

れた値を次式にて回帰モデル化し，本解析手法

に導入した． 
)013.0exp(6.1 Drk −=       (8) 

 
 
ここで，k：透水係数(mm/s)，Dr：相対密度(%)
である． 
 
4. 浸潤面位置の仮定 

 

 透水現象を数値シミュレーションによって

再現する場合，浸潤面の位置が問題となる．そ

こで，本研究では，流速による損失水頭を用い

て浸潤面の位置を決定した．具体的には，流速

による損失水頭 he は流速に比例するものと仮

定し，第 j 要素において式 (9) が成り立つとし，

要素の重心を要素の代表点 M とし，代表点 M
の座標 (xm，ym) が同位置な点の損失水頭を足

し合わせる．つまり，座標 (xm，ym)における損

失水頭の総和を座標 (xm，ym)における損失水頭

とした（式（10））．そして，座標 (xm，ym)より

濁水の流入部に近い座標 (xm-1，ym-1)における浸

潤面の位置と，座標 (xm，ym)における損失水頭

 

図-4浸出点の位置  図-5 傾角-補正値の関係 
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図-3 ろ過材の相対密度-透水係数の関係 
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との差を，座標 (xm，ym)における浸潤面の位置

とした（式（11））．  

jjj
e lvfh =                (9) 

∑=
n

j
e

m
e hh               (10) 

m
emm hhh −= −1              (11) 

ここで， j
eh ：各要素の損失水頭(mm)，f ；係数，

jv ；各要素の流速(mm/s)， jl ：各要素の代表長

さ(mm)， m
eh ：xm，ym における損失水頭(mm)，

hm；座標（ xm，ym ）における浸潤面の位置(mm)，
hm-1：座標（ xm，ym ）より濁水の流入部に近い

座標（ xm-1，ym-1 ）における損失水頭(mm)であ

る． 
 また，繰り返し計算における，第 1 ステップ

における流出側の浸出点の位置は，図-4，5に

示す式を参考にし，決定した．図-4 に示す Bp
線の形状は以下に示す．同図は，Casagrande.L
が実験的に算出したものである． 

f
f

zx −=
4

2

      
(12) 

 

5. 解析結果 

 

 図-6には，境界条件および解析を行う際に使

用したメッシュ図を示す．有限要素解析におい

ては，要素を四面体一次要素に仮定し，要素数

は 160,921，節点数は 29,385，要素幅は 約
5.12mm とした．図-7には，砂層内部に赤土濁

水流を長時間透過させた結果を示す．図-8には，

砂層内部の流速を等値線を用いて示す．なお，

流速の大きさは色で表わしている．  
図-7 より，長時間ろ過を行うとグラフの勾配

も小さくなり，目詰まりが生じていることがわ

かる．よって，ろ過層全体において，目詰まり

を考慮した解析が可能となったと考えられる． 
図-8において，時間が経つにつれて内部の流

速が徐々に変化していく様子が見られる．濁水

の流出側（各図の右側）の下部に着目すると，

時間変化に伴い流出側の流速が徐々に赤色か

 
 
ら青色に近い色へと変化していることがわか

る．これは，流速が遅くなっていることを示し

ている．つまり時間変化に伴い流出側（下部）

が目詰まりを起こしていると考えられる．また，

時間経過に伴い，流出側の浸出点の位置が上部

方向へ上昇していることがわかる．実際のろ過

型沈砂池の砂層部においても，流出側の下端か

ら目詰まりが生じ，浸出点が上部方向へ移動し

ている．このことから，本解析手法は流出側に

おける目詰まりも考慮した解析が可能となっ

たと言える． 

 
図-7 時間-累積流量の関係 
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 つまり，本解析手法により，ろ過型沈砂池の

のろ過層内部において，全体的かつ部分的な目

詰まりを考慮した解析を行うことが可能とな

った． 

6. おわりに 

 
 本解析では，砂層中の赤土濁水流解析の数値

シミュレータを開発した．その結果，砂層内部

の可視化することができ，砂層内部の定量化が

可能となった．しかしながら，今後の展開とし

て，本解析は，赤土濁水流解析の第一段階であ

り，今後は，透過流量-透水係数も関係（第 2
章参照）を，赤土の捕獲量を考慮した関係式を

修正するなどし，この解析手法をより高度化さ

せる必要があり．また，解析の妥当性を検証す

るために，実験値との比較を行うことも必要で

あると考えられる． 
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ⅰ）開始直後 

 
ⅱ）80 時間後 

 
ⅲ）160 時間後 

 
ⅳ）240 時間後 

 
図-8砂層内部の流速の様子（等値線）

Dr=127%：mm/s 
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ろ過型沈砂池における砂ろ過層のろ過機構に関する実験・研究 

       
琉球大学工学部 学部生 ○木下雄次郎 

琉球大学工学部 学部生  永渓 忠士 

琉球大学工学部       原 久夫 

 

1. はじめに 
沖縄では，1972 年ごろから行われてきた開発事業等により土壌が侵食され，多くの赤土が川や海

へと流れ出たが，1995 年に施行された「沖縄県赤土等流出防止条例」によって開発事業からの赤土

流出量は減少している。条例による対策の中でもろ過型沈砂池は経済性と施工性に優れよく使用さ

れている。しかし，ろ過型沈砂池は長期間の使用により主要部である砂ろ過層が目詰まりしてしま

い透水性が低下し，ろ過機能が低下するという問題点がある。本研究はろ過層の目詰まりがどのよ

うに進行するのかを解明し、未知である赤土の捕獲係数を求める事を最終目的としている。赤土の

捕獲係数とは，砂層の間隙中を通過した赤土質量に対する捕獲赤土質量比である。 

2. 小型ろ過実験 
2.1 概要 

実験は小型ろ過実験装置を用いて行い，濁水の透過時間:T(h)と累積流量:Q(cm3)，濁水の透過時

間:T(h)と累積流出赤土質量:Mr_out(g)を求め、計算値と実験値を比較して、赤土の捕獲係数の値を

推定する。 

2.2 小型ろ過実験装置の準備 
2.2.1 水槽 
 写真 2-1 は実験で使用する

水槽の写真である。過去の実

験(砂のろ過層を想定した赤

土の目詰まりに関する実験)

で使用した水槽である。水槽

の容量は 50L，底辺部から 135
㎜のところに塩ビのパイプ

（内径 15.5 ㎜，長さ 90 ㎜）

を 7 個取り付けた。実験装置の詳細については、参考

文献 1)を参照されたい。 

2.2.2 透水パイプと供試体 
供試体を入れる透水パイプはアクリル製の透水パイ

プ（内径 9 ㎜）とし，その長さが透水長となる。透水

パイプは長さ 25cmを 1 本，50cmを 2 本，100cmを 3 本

の計 6 本準備し，透水パイプ名を 25-1，50-1，50-2，
100-1，100-2，100-3 とつけた。供試体はチービシ砂を

2 ㎜のふるいにかけ，通過したものを 24 時間炉乾燥し、

分取器で分取した砂を使用する。表‐2-1はチービシ砂

の物理試験結果を示す。 

表 2-1チービシ砂の物理試験結果２） 

分類名 砂(S) 

粗砂分(%) 27 

中砂分(%) 64 

細砂分(%) 7 

シルト分(%) 2 

土粒子の密度 ρs(g/cm3) 2.776 

最小密度 ρdmin(g/cm3) 1.056 

最大密度 ρdmax(g/cm3) 1.284 

570 

 

 

390 

275 

135 

正面 側面 

 

 

写真 2-1 実験で使用する水槽(mm) 
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2.2.3 供試体を透水パイプにつめる方法 

2.2.3-1 透水パイプに供試体を詰める用具 

①透水パイプを固定する台(網フェンス,結束バンド,塩ビのパイプで作成 写真 2－2) 

②漏斗：土質試験で規定されたもの 

③不織布 

④透水パイプ 

⑤コック 

2.2.3-2 透水パイプに供試体を詰める手順 
①9 ㎜のポンチとハンマーを用いて不織布を切り取る。1 本のパイプに 2 個使用するので計 12 個

切り取る。 

②切り取った不織布を透水パイプの片側の先端部分に入れる。 

③不織布を入れた側を下にして透水パイプを固定する台に装着する。 

④漏斗を用いて，真上から自然落下方式で供試体を入れる。 

⑤余分な供試体を慎重に取り除き、透水パイプの先端に不織布を入れる。 

⑥振動をあたえないように，慎重に固定台から透水パイプを抜き取り，質量を測る。 

⑦測った質量から透水パイプ内の密度を計算し，透水パイプ内の供試体の密度 ρs(g/cm3)が
1.07±0.054(g/㎝ 3)になるまで①～⑥を繰り返す。 

⑧透水パイプの片側にコックを取り付ける。 

2.2.3-3 供試体の飽和 
①塩ビパイプ(内径 55mm)内に慎重に供試体を詰めた透水パイプのコック側を上にして入れる。 

②塩ビパイプ内に水を入れ，供試体の下から飽和させる。 

③完全に飽和したらコックを閉め，慎重に塩ビパイプから透水パイプを抜き取る。 

2.2.4 使用する濁水 
小型ろ過実験で使用する濁水は，うるま市から採取した赤土で作成する。濁水は 75μmのふるい

を通過した赤土を使用し，濃度 1000ppm の濁水をポリバケツに 160L 用意した。小型ろ過実験では，

濁水をポンプで汲み上げ水槽に流入するので，実際の濁度は実験中に流入部の濁度を測定すること

にした。表‐2は使用する赤土の物理試験結果である。 

2.2.5 小型ろ過実験装置の組み立て 
水槽に透水パイプを水平に設置し，濁水は、ポンプで汲み上げて水槽に入れる。写真 2‐3 は小

表 2-2 赤土の物理試験結果２） 

分類名 粘土 (CL)  

液性限界 WL(%) 56 

塑性限界 WP(%) 34.2 

塑性指数 IP 
21.8 

礫分(%) 0 

砂分(%) 35 

シルト分(%) 62 

粘土(%) 3 

写真 2－2透水パイプを固定する台 
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型ろ過実験装置の全体写真である。 

2.3 小型ろ過実験の方法 

小型ろ過実験は 2010 年 9 月 25 日から 10 月 7 日に行った。 

①コックを開いた時点でストップウォッチをスタートする。 

②測定間隔は，0,15 分,35 分 ･･････ ,16200 分,16920 分(11.75 日)。全測定回数は 45 回。透水パ

イプから出てきた濁水をビーカーで集め，流量 ΔQ(cm３)を測定し，累積流量 Q(cm3)を求める。 

③②の濁水をシャーレに移し，24 時間炉乾燥させ赤土流出質量 ΔMr_out(g)を測定し，累積赤土流

出質量 Mr_out(g)を求める。 

④濁度計を用いて流入部の濁度の測定を行う。測定は 3 回行いその平均を取った。流入部の濁

度の全平均は 194ppm であった。 

3. 小型ろ過実験の結果と考察 
濁水の透過時間 T(h)と累積流量 Q(cm3)，濁水の透過時間 T(h)と累積流出赤土質量 Mr_out(g)の関係

を示す。 

3.1 濁水の透過時間 T(h)と累積流量 Q(cm3)の関係 

 図 3-1は濁水の透過時間 T(h)と累積流量 Q(cm3)の関係を示す。濁水の透過時間 T(h)が増加するに

つれ，累計流量 Q(cm３)の増加率が低下し上に凸の単調増加現象となっている。このことは、供試体

の目詰まりが進行し透水性が低下したことを示している。透水パイプ長が短くなると累積流量

Q(cm3)は大きくなっている。このことから，透水パイプ長が短いと流速ｖ(cm/h)が速い事がわかる。

図 3-2,図 3-3,図 3-4 は各透水パイプの Q-T グラフと初期勾配を示したものである。透水パイプが

短くなるほど，初期勾配は大きくなり，また離脱時間も早くなっている。 

3.2 濁水の透過時間と累積赤土流出質量の関係 
図 3-5は濁水の透過時間 T(h)と累積赤土流出質量 Mr_out(g)の関係を示す。 

図 3-１と同様にグラフは濁水の透過時間 T(h)が増加するにつれて，累積赤土流出質量 Mr_out(g)の増

透水パイプ 

水槽 
濁水 

流入部 

ポンプで汲み上げ 

写真 2-3 小型ろ過実験装置の全体写真 
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加率が低下し上に凸の単調増加現象となっている。累積赤土流出質量 Mr_out(g)の増加が低下してい

る事からも，供試体の目詰まりが進行し透水性が低下し,ろ過機能が低下してしまった事を示して

いる。 
4. 実験値と計算値の比較 
Δt 間に捕獲される赤土の質量 ΔMsr(g)は，Δt 間の濁水中に含まれる赤土質量 Mr(g)と赤土の捕獲

係数 αとの積で表されるものとし，捕獲された赤土の質量により間隙比が変化し,さらに間隙比の変

化によって透水係数が変化することで目詰まりを考慮した計算を行い実験値と比較した。図 4-2は

透水長 25cm の Q-T グラフの計算値と実験値の比較である。図中の α は赤土の捕獲係数，β は透水

係数の低減率である。α,βはそれぞれ次式で表わされる。 

𝜶𝜶 = ⊿𝑴𝑴𝒔𝒔𝒔𝒔
⊿𝑴𝑴𝒔𝒔

         ・・・・・(1) 

図3-1濁水の透過時間 T(h)と累積流量 Q(cm3)の関係 

図 3-3 50-1,50-2 の Q-T グラフと初期勾配 

図 3-2 25-1 の Q-T グラフと初期勾配 

図 3-4 100-1,2,3 の Q-T グラフと初期勾配 
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𝜷𝜷 = 𝜷𝜷𝟏𝟏 + 𝜷𝜷𝟏𝟏−𝜷𝜷𝟎𝟎
𝒆𝒆𝟏𝟏−𝒆𝒆𝟎𝟎

(𝒆𝒆 − 𝒆𝒆𝟎𝟎)  ・・・・・(2) 

𝑴𝑴𝒔𝒔𝒔𝒔 = ∫ 𝒅𝒅𝑴𝑴𝒔𝒔𝒔𝒔
𝒕𝒕
𝟎𝟎 ≈ ∑∆𝑴𝑴𝒔𝒔𝒔𝒔   ・・・・・(3) 

𝒌𝒌 = 𝒌𝒌𝟎𝟎
𝒆𝒆𝟑𝟑

𝒆𝒆𝟎𝟎
𝟑𝟑
𝟏𝟏+𝒆𝒆𝟎𝟎
𝟏𝟏+𝒆𝒆

𝜷𝜷      ・・・・・(4) 

また、捕獲された赤土の質量を考慮すると間隙

比 e は次の式で表わされる。  

𝒆𝒆 = 𝑽𝑽

𝑽𝑽𝒔𝒔𝒔𝒔+𝑴𝑴𝒔𝒔𝒔𝒔
𝝆𝝆𝒔𝒔𝒔𝒔

− 𝟏𝟏     ・・・・・ (5)  

ここで， 
ΔMsr: Δt間に捕獲される赤土の質量 

ΔMr: Δt間の濁水中に含まれる赤土質量 

ΔMr=vplΔt  
v:濁水流速 

p:濁水の濃度  

l:透水長(本計算例では l =1cm) 
β0,β1:e=e0 ,e=e1での低減率(β0=1.0 , β1=0.0001) 
k0:e=e0における透水係数(k0=1.6×10-1cm/s) 
e0:初期間隙比(e0=1.54)  

5 まとめ 
今回の実験で,砂ろ過層の目詰まりがどのよ

うに進行するかがわかり，計算できるようにな

った。今後は，実験値と計算値がより一致する

ような赤土の捕獲係数α,透水係数の低減率βを
推定したい。 

 

参考文献 

1)佐久田卓弥：砂のろ過層を想定した赤土の
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回沖縄地盤工学会研究発表会講演概要集

pp.41-44.(2007) 
2)名渡山一彦,原久夫：砂のろ過層を用いた赤

土の目詰まりに関する実験的研究,第 17 回

沖縄県土質工学研究発表会公演概要集，

pp.35-36(2004) 
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リングせん断試験による地すべり土の完全軟化強度測定 
-沖縄,島尻層群泥岩- 

 
琉球大学農学部生産環境学科     ○比嘉 健太郎 
鹿児島大学大学院連合農学研究科       木村 匠 

〃                  Vithana S. B.  
琉球大学大学院農学研究科       江口 佑人 
琉球大学農学部             中村 真也 

 
1. はじめに 

崩積土層や盛土斜面で発生する初生型地すべりおよび再活動型地すべりの安定度の検討に際し，完全

軟化強度 csf･φsfは重要な土質定数である（Skempton，1970；（社）地すべり学会東北支部，2001；宜保
ら，2003）。csf･φsfの測定には，三軸圧縮試験機，一面せん断試験機およびリングせん断試験機が用い

られ，三軸圧縮試験機および一面せん断試験機にて精度良く得られるとされている（地盤工学会，2000）。
一方，リングせん断試験は試験中せん断面が不変で，一定垂直応力下で連続的にしかも一定方向にせん

断が行えるので，残留強度を精度良く得るのに有効である（Bishop et al.,  1971）。リングせん断試験に
よって得られる csf･φsfについては三軸圧縮試験よりも若干小さくなるとの報告があるが（矢田部ら，

1991 ；高橋ら，2002），低塑性土や低荷重領域における結果からの結論であり，十分な検討がなされた
とは言えない。 
本研究では，島尻層群の強風化泥岩について三軸圧縮（CU）試験およびリングせん試験により csf･

φsfを測定し，csf･φsf測定におけるリングせん断試験の有効性を検証した。 
 

2. 試料および試験方法 

強風化泥岩試料は風乾後，425μmふるいを通過させてスラリー状にし，三軸圧縮（CU）試験（地盤
工学会，2000）およびリングせん断試験（宜保，1994）に供した。 
三軸圧縮試験では，予圧密後に円柱状（直径 5cm，高さ 10cm）に成形した供試体を所定の有効応力
σ3′(50kPaおよび 300kPa)で正規圧密し，ひずみ速度 0.05％/minで圧縮せん断（間隙水圧測定）した。
リングせん断試験では，所定の有効垂直応力σn′＝50kPaおよび 300kPaで正規圧密し，排水せん断（定
応力，変位速度 0.01mm/min）を行った。 
 
3. 結果および考察 

表－1に試料の物理的性質を示す。液性限界wLおよび塑性指数 IPはそれぞれ 74.0％，52.9であった。
＜2μm粘土含有量 CFは 64.7％で，砂含有量 SFは 7.6％であった。 
 

表－1 ＜425μm試料の物理的性質 

粘土分
(<2μm)

シルト分
(2-20μm)

細砂分
(20-200μm)

粗砂分
(200-425μm)

液性限界
    wL(％)

塑性限界
   wp(％)

塑性指数
   Ip

土粒子密度

  ρd(g/cm3
)

64.7 27.7 7.5 0.1 74.0 21.1 52.9 2.80

粒度組成（％）
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図－1 に三軸圧縮試験で得られた主応力差･間
隙水圧－軸ひずみ関係を示す。外部計測による破

壊ひずみが 10％に達しても明瞭なピークは認め
られなかった。 
図－2 は三軸圧縮試験の結果をモールの応力円
で整理したものである。σn′＝50kPa および
300kPa に対して完全軟化強度定数は csf＝4.1 
kPa ･φsf ＝29.8°であった。 
図－3 は，リングせん断試験におけるせん断変
位 D＝10mmまでの初期段階の応力変化を示した
ものである。摩擦係数τsf/σn′は，σn′＝50kPa
に対して D＝7.4mm で，σn′＝300kPa に対して
D＝4.7mm で，それぞれτsf/σn′＝0.598 ，τsf/

σn′＝0.506のピーク値を示した。 
図－4 はリングせん断試験で得られた完全軟化
強度を示す。完全軟化強度定数はσn′＝50kPaお
よび 300kPaに対して csf＝6.1kPa･φsf ＝25.9°と
なった。 
リングせん断試験と三軸圧縮試験では csf＝2.0 

kPa･φsf＝3.9°の差異が見られた。 
今後は，性質の異なる地すべり土について試験

を行い，両試験値の相互関係および差異について

整理･分析を進める予定である。         
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図－1 三軸圧縮試験結果 (CU)
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地すべり土の残留強度とせん断速度の関係 
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1. はじめに 

 残留強度は，せん断面の最終的な粒子配向面において発揮される最小のせん断強度であり，地すべり

の安定度評価に必要不可欠である（Skempton，1964；宜保ら，1986；Nakamura et al.，2010）。残留強度
の測定試験は，完全配向面形成のための大変位せん断と排水条件を満たす必要があり，せん断速度の設

定が重要となる。残留強度とせん断速度の関係については，Kenney（1967）や La Gatta（1970）以来，
多くの研究がなされてきた。Tika et al.（1996）は，種々の自然土についてリングせん断試験を行い，せ
ん断速度の増加に伴って，残留強度が増加，低下，変化しない場合があることを報告した。これまでの

研究においては，残留強度に及ぼすせん断速度の影響について，その現象を報告するのみで，土の物理

的・鉱物学的性質を勘案したメカニズムの解明はあまり進んでいない。 
 本研究では，地質・土質の異なる地すべり土について，せん断速度を変化させてリングせん断試験を

行い，物理的・鉱物学的観点から残留強度とせん断速度の関係について検討した。 
 
2. 試料および試験方法 

 試料として，大所地すべり（珪化頁岩および蛇紋岩），亀の瀬地すべり，二道岔地すべり，日田三和

地すべり，新川地すべり，池田地すべり，仲順地すべりからの採取土を使用した。試料は風乾後，425
μmふるいを通過させ，スラリー状にしてリングせん断試験に供した。有効垂直応力σn′を 100kPa，
せん断速度を 0.01mm/minおよび 0.5mm/minとして残留摩擦係数τr /σn′を求めた。粒度試験は音波処

理反復法（吉永ら，1984）によった。鉱物組成は，粒度試験で分離した画分を用いて，X線回折法（和
田，1966）により同定した。 
 
3. 残留強度とせん断速度の関係  

 表－1に試験に供した＜425μm試料の物理的・鉱物学的性質を示す。2μm以下の粘土含有量CFは，
大所 1（珪化頁岩）試料，亀の瀬試料，新川試料，池田試料，仲順試料で，50％以上を占める。配向性
粘土鉱物（PLSM）総量は，亀の瀬試料，大所 1（珪化頁岩）試料で，それぞれ 79％，69％と高く，PLSM
が主であるのに対し，二道岔試料，日田三和試料，大所 2（蛇紋岩試）料では，それぞれ 16％，2％，0％
と低く，非配向性鉱物が主である。 

表－1 各＜425μm試料の物理学的・鉱物学的性質

地すべり 地 質
塑性指数

Ip

粘土分（％）

（＜2µm）

シルト分（％）細砂分（％） 粗砂分（％） PLSM総量 （％）

亀 の 瀬 凝灰質礫質土 64 73.2 17.8 5.0 4.0 79
大 所 珪化頁岩 - 50.8 20.7 22.6 5.9 69

二 道 岔 馬蘭黄土 16.1 29.7 34.7 35.5 0.1 16
日田三和 - - 45.2 25.4 10.1 19.2 2
大 所 蛇紋岩 26.7 17.8 14.7 50.3 17.2 0

新 川 泥岩質礫質土 30.9 63.6 30.8 5.4 0.2 44
池 田 泥岩質礫質土 32.9 66.6 29.1 4.4 0.0 46
仲 順 泥岩質礫質土 57.1 57.9 45.2 4.8 0.0 52

(2～20μm） (20～200μm）(200～425μm）
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図－1 は，各試料の残留摩擦係数
τr /σn′とせん断速度の関係図であ

る。τr /σn′は，PLSM総量 が 50％
以上の groupA （Nakamura et al.，
2010）に該当する大所 1 試料および
亀の瀬試料では，せん断速度の増加

により 0.005～0.017 増加し，groupB
（PLSM 総量＝30％～50％）の新川
試料，池田試料，仲順試料では，せ

ん断速度の増加により 0.004～0.037
低下した。τr /σn′は，groupC（PLSM 
総量 30％以下）の二道岔試料，日田
三和試料においてもせん断速度の増

加により 0.028～0.029 低下した。配
向性鉱物を有しない大所 2 試料では
τr /σn′は 0.007増加した。 
 図－2は，τr /σn′とCF（％）の
関係図である。CF50％以上の試料群
中の groupBは，せん断速度の増加に
伴ってτr /σn′が増加し，groupAの
2試料と異なる。 
図－3は，τr /σn′と PLSM総量
（％）の関係図である。groupA と
groupB の位置づけが明白となった。
PLSM 総量に基づく分析は，残留強

度に及ぼすせん断速度の影響を考え

る上でキーとなる。 
今後，PLSM 総量の異なる試料の

せん断試験を進めるとともに，σn′

の影響についても検討する予定であ

る。 
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図－1 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数とせん断速度の関係
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図－1 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数とせん断速度の関係
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図－2 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数と粘土含有量の関係
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図－2 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数と粘土含有量の関係
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図－3 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数とPLSM総量の関係
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図－3 0.01mm/min（中抜き），0.5mm/min（黒塗り）時の
残留摩擦係数とPLSM総量の関係
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地すべり土の残留状態からの回復強度に及ぼす再圧密時間の影響 

 
               琉球大学大学院農学研究科     ○江口 佑人 

               琉球大学農学部              中村 真也  

               鹿児島大学大学院連合農学研究科   木村 匠 

                   〃              Vithana S. B. 

 

１．まえがき 

 滑動・停止を繰り返す移動量の大きい地すべりの安定解析においては，すべり面の

平均強度として残留強度の適用が提案されている（例えば，Skempton，1964；Mesri and 

Shahien，2003；農業土木学会，2004）。しかし，残留強度のみの適用では安全率を過

小評価してしまい，地すべりの発生や現状を説明できない場合が多い（例えば，Bishop 

et al.,1971；中村ら，2004）。この理由のひとつとして，静止時の土かぶり圧による再圧

密によりすべり面の抵抗が微増する“回復強度”の関与が考えられる。安定解析に回

復強度を勘案することは，より合理的な対策工の設計に繋がる。回復強度については，

2 日間の再圧密時間の場合，シルト・砂分が多く石英，長石を主要鉱物とする低塑性の

試料では顕著な回復を示し，スメクタイト等の配向性粘土鉱物が多い高塑性の試料で

は回復が認められないことが明らかにさ

れている（図－1）（中村ら，2000 b）。一

方，近年の研究（Stark et al., 2005）によ

り，高塑性試料において再圧密時間の増

加に伴って強度回復が大きくなることが

報告され，回復強度と再圧密時間の関係

についての関心が高まっている。 

 本研究では，中国・廟湾地すべりおよ

び群馬・中之条地すべりから採取した地

すべり土について，異なる再圧密時間を

設定して回復強度測定試験を行い，強度

回復と再圧密効果および再圧密時間の関

係について検討した。 

 

図－1 台湾および大所試料の初期せん断，残留時せん断
および再せん断段階における摩擦係数
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２．試料および試験方法 

廟湾地すべり（馬蘭黄土，赤色砂質土），群馬・中之条地すべりからの採取試料は風

乾して，425μmフルイを通過させ，各試験に供した。回復強度の測定にはリングせん

断試験機（宜保，1994）を使用した。試料を水浸下で所定の有効垂直応力σn′＝100kPa

の下で正規圧密し，大変位の排水せん断（定応力，変位速度 0.01mm/min）を行って完

全軟化強度τ sfおよび残留強度τrを求めた。その後，せん断を停止して所定の時間（2，

4 および 14 日間）再圧密し，再せん断を行って回復強度τ rcを求めた。 

 粒度試験は音波処理反復法（吉永ら，1984）によった。せん断試験後の試料を過酸

化水素水で処理して有機物を除去し，水洗後，水酸化ナトリウムを添加して pH10 に調

整し，音波処理による分散－沈定－サイホンによる採取を繰り返して粘土（＜2μm）

を分離した。続いて，シルト（2－20μm），細砂（20－200μm）,粗砂（200－425μm）

を分離し,定量した。 

 

３．結果および考察 

3.1 粒度組成 

 各試料の粒度組成表を－1に示す。馬蘭黄土試料は 2μm以下粘土含有量 CFが 18.7％

と低く，シルト分および細砂分がそれぞれ 30.9％，50.4％であり，全体の 80％以上を

占める。赤色砂質土試料は CF が 58.6％で，シルト分および細砂分が全体の約 40％以

上である。中之条試料では CF が 92.5％と高い。 

3.2 強度の低下率と回復率 

各試料を一定の有効垂直応力σn′の下で大変位せん断すると，せん断応力は完全軟

化強度τ sf を示した後漸減しつつ残留強度τ r に到達する。せん断停止後に再圧密し再

びせん断すると，回復強度τ rcを発現するものがある。図－2（a，b，c）は，有効垂直

92.5

50.430.9

粗砂分
（200~425μm）

粘土分
（＜2μm）

シルト分
（2~20μm）

細砂分
（20~200μm）

18.7 0.0

表－1 <425μm試料の粒度組成(%)

試 料

馬 蘭 黄 土

中 之 条 3.3 3.8 0.4

赤色砂質土 58.6 25.0 15.5 0.9
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応力σ n′＝100kPa における各試料

の“大変位せん断－再圧密－再せん

断”試験結果を，完全軟化強度τ sf

を中心とした初期せん断段階，残留

強度τ r を中心とした残留せん断段

階，回復強度τ rcを中心とした再せん

断段階に分けて，摩擦係数τ／σn′

とせん断変位 D（mm）の関係を示し

たものである。馬蘭黄土試料は，D

＝14.5mm で完全軟化状態の摩擦係

数τ sf／σn′＝0.711 を示した後，D

＝225mm~235mm の変位を経て残留

状態に至ってもτ r／σn′＝0.671 で

あり，τ sf からτ r への強度低下率

〔（τ sf ／ σn′－τ r／σn′）／（τ

sf／σn′）・100（％）〕は 5.5％であ

った。赤色砂質土試料は D＝11.3mm

でτ sf／σn′＝0.657のピークを示し，

D＝120mm 付近でτ r／σn′＝0.576

の残留強度を示した。強度低下率は

12.3％であった。中之条試料では D＝5.9mm でτ sf／σn′＝0.603 のピークを示した後

に急減し，D=840mm 付近でτ r／σn′＝0.274 となり，低めの残留状態に至った。強度

低下率は 54.6％と大きい。 

再圧密時間 2，4 および 14 日間の強度回復率〔（τ rc ／σn′－τ r ／σn′）／（τ sf 

／σn′－τ r ／σn′）・100（％）〕は，馬蘭黄土試料でそれぞれ 223.1％，197.9％およ

び 202.3％であり，いずれの再圧密時間においてτ rc はτ sf よりも大きくなった。赤色

砂質土試料ではそれぞれ 88.8％，149.7％，125.1％となり，再圧密時間が 2 日間におい

て回復率が他の再圧密時間より小さくなったが，全ての再圧密時間で強度が回復した。

一方，中之条試料ではそれぞれ 4.0％，5.1％および 4.7％であり，強度の回復はほとん

ど認められない。 
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c) 中之条試料（σn′＝100kPa）
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3.3 強度の回復と再圧密効果 

図－3 に馬蘭黄土試料と中之条試料の

再圧密 2 日間における垂直変位Δh～再

圧密時間 log t 関係を示す。残留せん断面

に形成された撹乱薄層が再圧密されるの

で，垂直変位量は，砂分を多く含有する

馬蘭黄土試料で大きくなる。残留せん断

面付近の砂粒子が再圧密によって再配列

し，再せん断時にインターロッキング作

用により強度増加が生じる（中村・宜保，

2000 a）。インターロッキング作用の大小

が試料間における回復率の違いに影響を

及ぼしたと考える。 

図－4 は馬蘭黄土試料の再圧密時間 2

日間と 14 日間における垂直変位Δh～再

圧密時間 log t 関係である。両者における

垂直変位量に差違は見られず，再圧密時

間の違いによって回復率に明確な差違が

なかったことと合致した。 
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図－3 馬蘭黄土試料および中之条試料の垂直変位
Δh～再圧密時間logt 関係（再圧密2日間）
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